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第１章 総   則 

 

１ 目的 

   この計画は、将来発生が予想される津波災害に対し、地震・津波発生直後から津波が終息するまでの概ね

数時間から２、３日間、住民の生命、身体の安全を確保するための避難計画である。 

 

２ 計画の修正 

   この計画は自主防災組織等が作成する地域津波避難計画と整合性を図る等、必要があると認められるとき

は、これを適宜修正する。 

 

３ 用語 

 この計画において、使用する用語の意味は次のとおりである。 

（１）津波浸水想定区域 

    想定する津波が陸上に遡上した場合に、浸水する陸域の範囲をいう。 

（２）避難対象地域 

    津波が発生した場合に避難が必要な地域で、市が指定するものをいう。 

（３）避難目標地点 

    津波の危険から、とりあえずの生命の安全を確保するために避難対象地域の外に定める地点で、住民等

が設定する避難の目標地点をいう。 

（４）避難路、避難経路 

    避難するための経路で、市や住民等が指定・設定するものをいう。 

（５）指定緊急避難場所 

    津波の危機から避難するために、避難対象地域の外に市が指定するものをいう。  

（６）避難困難地域 

   津波の到達時間までに避難対象地域の外、又は指定緊急避難場所まで避難することが困難な地域をいう。 

（７）津波避難ビル 

避難困難地域の避難者や逃げ遅れた人が緊急的に避難する避難対象地域内にある建物で、市又は自主防

災組織が指定又は設定するものをいう。 

（８）地域津波避難計画 

    津波浸水想定区域を抱える自主防災組織等が策定する地域ごとの津波避難計画をいう。 

   

  ※（４）を総称して「避難経路」、（３）、（５）、（７）を総称して「避難先」という。 
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第２章 避難計画 
 

この計画の基となる津波浸水想定区域や到達時間等については、北海道が令和３年７月に公表した最大クラス

の地震・津波（Ｌ２）によるものとする。 

 

１ 津波到達予想時間の設定 

   北海道が公表した津波浸水想定区域図の結果を基とし、津波到達時間を次のとおり想定する。 
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２ 津波避難計画 

（１）津波浸水想定区域 

北海道が公表した津波浸水想定区域図により、想定される浸水区域について定める。 

（２）避難対象地域 

津波が発生した場合に迅速な避難が必要となる地域で、津波浸水想定区域図に基づき、安全性の確保、

円滑な避難等を考慮し、町名（町内会等）単位を基本に津波浸水想定区域よりも広い範囲で指定するもの

とする。 

（３）避難場所・避難目標地点 

    避難場所は、津波の危険地域から避難するために避難対象地域の外に定めるものであり、避難対象地域

の範囲を勘案し指定するものとする。 

    避難目標地点は、津波の危険から避難するために避難対象地域の外に定めるものとする。なお、設定に

あたっては、自主防災組織や住民と協議し、逃げ遅れる避難者などを考慮した検討を加えるものとする。 

（４）避難困難地域 

    避難困難地域は、津波到達予想時間に津波浸水区域外に避難することが困難な地域である。 

   根室市で予測されている津波到達時間は最短で 24 分となっており、地震発生後速やかに避難が開始さ

れた場合、概ね津波浸水区域外への避難は完了すると考えられるが、津波発生時の季節、天候、また、地

震等の影響などから避難路が寸断されるなど、様々な要因が考えられることから避難訓練等の実施結果を

踏まえながら随時検討を加えるものとする。 

（５）避難路・避難経路等 

 ア 建物等の倒壊や落下物等による危険が少ないこと。  

イ 避難者数などを考慮して、ある程度幅員が広いこと。 

  ウ 原則として、海岸、河川沿いの道路は避難路としない。 

  エ 避難路は、原則として、津波の進行方向と同方向に避難するよう指定する。 

   （海岸方向にある避難場所へ向かって避難をするような避難路指定は原則行わない）。 

  オ 家屋倒壊、火災、橋梁等の落下等の事態にも対応できるように、近隣に迂回路を確保できる道路を指定

することが望ましい。 

（６）避難方法 

    避難行動は避難者自らが行うものとし、徒歩を基本とするが、以下の場合においては車両による避難を

認めるものとする。 

  ア 高齢者や障がい者などが長い距離を避難する場合 

イ 避難者が自力で避難できない場合 

ウ 遠隔地への避難場所へ早急に避難する必要がある場合 

    なお、車両による避難を計画する地域にあたっては、地域住民、道路管理者、警察等と必要な話し合い

を行うとともに、車両を用いた訓練を実施し、地域津波避難計画に盛り込むものとする。 

（７）避難誘導 

    避難誘導は、市職員、消防職員、消防団員及び警察官のほか、自主防災組織等が協力して行うものとす

る。 
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第３章 初動体制 
 

１ 連絡・参集体制 

   勤務時間外に、大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報が発表された場合の職員の連絡・参集体制

は、「根室市地域防災計画津波防災計画編 第3章災害応急対策計画」定める。 

 

（１）伝達系統（勤務時間内） 

             指 示            指 示 

 

 

   （配備決定） 

 

                          

                            指 示 

 

                           体制調整 

 

（２）伝達系統（勤務時間外） 

        通報                   通報指示 

        通知        報 告 

        

        

  

  

 

    （配備決定） 

 指示 

 （配備決定）        体制整備 

 

 

 

 

２ 災害応急対策要員の参集 

  災害応急対策要員の参集にあたっては、津波防災計画編第3章第1節「応急活動体制」に基づいて参集す

るほか、職員は、地震・津波発生後の情報等の収集に積極的に努め、参集に備えるとともに、発災の程度を

勘案し、動員命令を待つことなく、自己の判断により定められた場所に参集するよう努めるものとする。 

 

 

本 部 長 総務対策部長 危機管理班長 

副本部長 

各 対 策 部 長 

（各対策副部長） 
各 班 長 各 班 員 

電話・口頭 

市 民 

・ 

関係機関 

警 備 員 関係部課長 所属職員 

総 務 対 策 部 長 本 部 長 
各 対 策 部 長 

（各対策副部長） 

副本部長 

各 班 長 各 班 員 

電話 

口頭 指示 危機管理班長 

 

危機管理課長 
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【非常配備に関する基準】 

第  １  非  常  配  備（警戒体制） 

配備時期 
（１）震度４以下の地震が発生した場合で、かつ災害の発生が予想されるとき。 

（２）その他本部長が必要と認めたとき。 

配備内容 

（１）特に関係のある次の班の少数人員で、情報収集及び連絡活動等が円滑に行い得る体制をとる。 

① 総務対策部危機管理班（総務部危機管理課） 

② 本部長が特に必要とする対策部 

（２）事態の推移に伴い、第２非常配備体制に円滑に移行しうる体制とする。 

活動内容 
（１）総務対策部長は、釧路地方気象台その他関係機関と連絡をとり、災害情報収集を行うものとす

る。 

 

第  ２  非  常  配  備（警戒・対策本部体制） 

配備時期 
（１）津波注意報が発表されたとき。 

（２）その他本部長が必要と認めたとき。 

配備内容 

（１）災害応急対策に関係のある次の班の所要の人員をもって当たるもので、災害の発生とともに直

ちに非常活動が開始できる体制とする。 

① 総務対策部危機管理班・総務班・情報管理班（総務部危機管理課・総務課・情報管理課）  

  ② 総合政策対策部総合政策班（総合政策部総合政策室） 

  ③ 北方領土対策部領土対策班（北方領土対策室） 

④ 水産経済対策部水産港湾班（水産経済部港湾課） 

⑤ 建設水道対策部都市整備班・水道班・下水道班（建設水道部都市整備課・水道課・下水道課） 

⑥ 支援班（議会事務局、監査事務局、選挙管理委員会） 

⑦ 消防対策部（消防本部） 

⑧ 本部長が特に必要とする対策部（班） 

（２）事態の推移に伴い、第３非常配備体制に円滑に移行しうる体制とし、状況に応じ、各対策部長

を招集するものとし、その他の職員は待機（自宅又は所属部課）とする。 

活動内容 

（１）本部長は、本部の機能を円滑ならしめるため、必要に応じて本部員会議を開催する。 

（２）各対策部長は、情報の収集及び連絡体制を強化する。 

（３）各対策部長は、次の措置をとり、その状況を本部長に報告するものとする。  

① 災害の現況について職員に周知させ、所要の人員を配備する。 

② 装備、物資、資器材、設備、機械等を点検し、必要に応じ被災現地（被災予想地）へ配置す

るものとする。  

③ 災害対策に関係ある協力機関及び住民との連絡を密にし、協力体制を強化する。 

 

第  ３  非  常  配  備（対策本部体制） 

配備時期 

（１）震度５弱以上の地震が発生した場合、又は大津波警報（特別警報）・津波警報が発表されたと

き。 

（２）その他本部長が必要と認めたとき 

配備内容 
（１）災害対策本部の全員をもって当たるもので、状況によりそれぞれの災害応急活動ができる体制

とする。 

活動内容 

（１）速やかに市内全域の被害状況調査、収集、連絡活動及び応急対策に当たる。 

（２）各対策部班は、全勢力をあげて、速やかに市全域の被害状況を調査、収集に努めるとともに、

精力的に応急対策活動に当たる。 
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３ 津波情報の収集・伝達 

（１）津波予報、津波情報の伝達系統は次のとおりとする。 

 

 

 

 

（２）津波警報等の伝達方法 

    津波災害に関する情報の伝達及び収集については、津波防災計画編第3章第2節「津波情報伝達計画」

に準じる。 

（３）大津波警報（特別警報）・津波警報・注意報の種類 

    津波による災害の発生が予測される場合に、地震発生後約３分を目標に「大津波警報（特別警報）・津波

警報」又は「津波注意報」が発表される。 

種 類 発表基準 

発表される津波の高さ 
想定される被害と 

取るべき行動 数値での発表 
巨大地震の 

場合の発表 

大津波警報 

（特別警報） 

予想される津波の

高さが高いところ

で３ｍを超える場

合 

10ｍ超 

（10m＜予想高さ） 

巨大 

木造家屋が全壊・流出し、人は津

波による流れに巻き込まれる。沿

岸部や川沿いにいる人は、ただち

に高台や津波避難ビルなど安全

な場所へ避難する。警報が解除さ

れるまで安全な場所から離れな

い。 

10ｍ 

（5ｍ＜予想高さ≦10ｍ） 

5ｍ 

（3ｍ＜予想高さ≦5ｍ） 

津波警報 

予想される津波の

高さが高いところ

で１ｍを超え、３ｍ

以下の場合 

3ｍ 

（1ｍ＜予想高さ≦3ｍ） 
高い 

標高の低いところでは津波が襲い、

浸水被害が発生する。人は津波によ

る流れに巻き込まれる。 

沿岸部や川沿いにいる人はただち

に高台や津波避難ビルなど安全な

場所へ避難する。警報が解除される

まで安全な場所から離れない。 

津波注意報 

予想される津波の

高さが高いところ

で、０．２ｍ以上 

１ｍ以下であって

津波による災害の

おそれがある場合 

1ｍ 

（0.2ｍ≦予想高さ≦1ｍ） 
(表記しない) 

海の中では人は速い流れに巻き込

まれ、また、養殖いかだが流出し小

型船舶が転覆する。海の中にいる人

はただちに海から上がって、海岸か

ら離れる。海水浴や磯釣りは危険な

ので行わない。 

注意報が解除されるまで海に入っ

たり海岸に近付いたりしない。 

 

 

 

札幌管区 

気象台 

 

北海道 根室市 市民 気象庁 
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（４）津波予報区 

   ア 津波予報区名 

津波予報区名 津 波 予 報 区 域 

北海道太平洋沿岸東部 北海道のうち根室振興局及び釧路総合振興局の管内 

   イ 津波予報で用いる地点 

津波予報区名 観 測 点 名 称 

北海道太平洋沿岸東部 釧路、浜中町霧多布港、根室市花咲、根室港 

     ※根室港及び浜中町霧多布港については、国土交通省港湾局が設置したもの  

（５）津波に関する情報 

情報の種類 発表内容 

津波到達予想時刻・予想される津波

の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津波の高さを５段

階の数値（メートル単位）又は「巨大」や「高い」という言葉で発表 

各地の満潮時刻・津波の到達予想時

刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 実際に津波を観測した場合に、その時刻や高さを発表 

沖合の津波観測に関する情報 
沖合で観測した津波の時刻や高さ及び沖合の観測値から推定される

沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で発表 

津波に関するその他の情報 津波に関するその他必要な事項を発表 

 

（６）津波予報 

    地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容で津波予報が発表される。 

予想される海面の状況（発表基準） 内 容 

津波が予想されないとき 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表 

0.2ｍ未満の海面変動が予想されたとき 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

高いところでも 0.2ｍ未満の海面変動のため被害の

心配はなく、特段の防災対応の必要がない旨を発表 

津波警報等の解除後も海面変動が継続するとき 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後も継続す

る可能性が高いため、海に入っての作業や釣り、海水

浴などに際しては十分な留意が必要である旨を発表 
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第４章 避難指示等の発令 

 

１ 避難指示等の発令の判断基準 

避難指示等の発令判断基準は次のとおりとする。 

ただし、基準に該当しない場合であっても、現地の状況を総合的に勘案し、避難指示等を発令する。 

 

（避難指示等の発令判断基準） 

区 分 基 準 対象区域 

注意喚起 津波注意報が発表された場合 
漁業従事者、沿岸の港湾施設等で仕事に従事する

者等を念頭に、海岸堤防等より海側の区域 

避難指示 

津波警報が発表された場合 

海岸堤防等が無い又は海岸堤防等が低いため、高

さ３ｍの津波によって浸水が想定される区域（当該

区域の定めがない場合は、最大クラスの津波により

浸水が想定される区域） 

大津波警報が発表された場合 最大クラスの津波により浸水が想定される区域 

※ 津波は、東日本大震災の際には津波浸水深が 1.5～2.0ｍであっても、木造家屋の倒壊・流失が約３割

であったこと、想定を上回る津波の高さとなる可能性があること、津波の到達時間が短いこと、津波は

勢いがあるため海岸付近における津波の高さよりも標高が高い地点まで駆け上がること、地震の揺れに

よる海岸堤防の破壊や地盤沈下により、津波の浸水範囲が広くなる場合もあることを考慮する。 

※ 遠地地震の場合の避難指示等については、気象庁が発表する「遠地地震に関する情報」の後に津波警

報等が発表される可能性があることを認識し、高齢者等避難、避難指示の発令を検討する。 

 

 （遠地地震時における避難指示等の発令判断基準） 

区 分 基 準 対象区域 

注意喚起 

１「遠地地震に関する情報」が発表さ

れ、注意報等の可能性がある場合 

２ 津波注意報が発表された場合 

漁業従事者、沿岸の港湾施設等で仕事に従

事する者等を念頭に、海岸堤防等より海側

の区域 

高齢者等避難 

津波警報以上の発表が見込まれる場合 

海岸堤防等が無い又は海岸堤防等が低い

ため、高さ３ｍの津波によって浸水が想定

される区域（当該区域の定めがない場合

は、最大クラスの津波により浸水が想定さ

れる区域） 

避難指示 

避難指示 

津波警報が発表された場合 

大津波警報が発表された場合 
最大クラスの津波により浸水が想定され

る区域 

  ※ 高齢者等避難、避難指示については、到達の時間等を考慮し発令する。 
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２ 伝達方法 

（１）発令時期 

 ア 大津波警報・津波警報・津波注意報のいずれかが発表された場合 

イ 津波による浸水が想定される地域に居るときに強い揺れ（震度４程度以上）又は長時間ゆっくりとした

揺れを感じた場合 

（２）伝達方法 

避難指示等の伝達先・伝達方法は次のとおりとする。 

    なお、情報の伝達は、災害の状況等に応じた最善の方法により行うものとする。 

担当部署 伝達手段 伝達先 

総務課 

北海道防災情報 

システムへの入力 

（災害情報共有シス

テム（Ｌアラート）

経由でマスメディア

へ情報提供） 

ＴＶ放送 視聴者 

ラジオ放送 聴取者 

緊急速報 

メール 

根室市内に滞在する携帯電話利用者 

（ＮＴＴドコモ、ａｕ（ＫＤＤＩ）、ソフトバンク） 

緊急速報メール 
根室市内に滞在する携帯電話利用者 

（ＮＴＴドコモ、ａｕ（ＫＤＤＩ）、ソフトバンク） 

防災行政無線（同報系） 住民 

登録制メール（ねむろメール） 事前登録者 

ＳＮＳ（LINE・Twitter等） 
ＰＣ、携帯電話等利用者 

ホームページ 

電話又はＦＡＸ 町内会、自主防災組織、避難支援関係者 

電話 
根室振興局・釧路開発建設部・釧路建設管理部 

釧路地方気象台・根室警察署 等 

情報管理課 広報車 住民等（巡回ルート） 

消防本部 

緊急速報メール     ※休日夜間 
根室市内に滞在する携帯電話利用者 

（ＮＴＴドコモ、ａｕ（ＫＤＤＩ）、ソフトバンク） 

防災行政無線（同報系） ※休日夜間 住民 

緊急割込み放送（コミュニティＦＭ） ＦＭねむろ聴取者 

広報車 住民等（巡回ルート） 

電話又は電子メール 消防団 

介護福祉課 電話又はＦＡＸ 要配慮者利用施設 

 

３ 津波注意報への対応 

    津波注意報が発表された場合、直ちに沿岸部から離れ、安全な場所へ退避するよう注意喚起を実施する。 
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第５章 津波対策の教育・啓発 
 

津波発生時に円滑な避難を実施するため、津波の恐ろしさや津波の危険性、津波避難計画等について、地域

の実情に応じた教育、啓発を継続的かつ計画的に実施する。 

 

１ 津波災害に対する意識啓発 

津波防災教育・啓発において最も大切なことは、「自らの命は自らが守る」という防災の基本的観点に立

って、強い揺れや弱くても長い揺れがあった場合には津波の発生を想起し、大津波警報等の情報を待たずに

自らできうる限り迅速に高い場所へ避難を開始するなど、率先して避難行動をとることを徹底させることが

大切である。 

（１）津波災害に対する意識啓発 

ア 家庭、地域（自主防災組織、町内会、消防団、事業所等）を対象とした出前講座や学習会の実施など

津波災害に関する啓発を行い、地域防災力の向上に努める。 

イ 消防団、自主防災組織、ボランティア、事業所の防災担当者等について、津波災害の啓発を行い、地

域防災の要となるリーダーの養成に努める。 

ウ 強い地震（震度４以上）を感じたとき、または弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感

じたときは、直ちに海浜等から離れ、急いで安全な場所に避難することの啓発を徹底する。 

エ 平常時において、津波災害に対する防災意識の向上を図るため、海抜表示板の設置や津波浸水想定区

域等の啓発看板の設置を行なう。 

（２）津波に対する心得 

ア 強い地震（震度４程度以上）の揺れ又は弱い地震でも長い間ゆっくりとした揺れを感じたときは、直

ちに海浜等から離れ、急いで安全な場所に避難する。 

イ 地震を感じなくても、大津波警報・津波警報が発表されたときは、直ちに海浜等から離れ、急いで安

全な場所に避難する。 

ウ 正しい情報をラジオ、テレビ、広報車等を通じて入手する。 

エ 津波注意報でも、海の中にいる人は、直ちに海から上がって海岸から離れる。 

オ 津波は繰り返し襲ってくるので、大津波警報・津波警報や津波注意報が解除されるまで気をゆるめな

い。 

 

２ 防災教育・啓発 

   家庭や学校、地域（町会、自主防災組織等）、事業所等において防災教育・啓発を実施する。 

また、地域や事業所において津波防災教育・啓発を行うためには、津波の知識や防災の経験を有したもの

が過去の災害の脅威や体験談等を語り継ぐ機会を定期的に設けることが大切であり、こうした人材の育成が

重要である。 

防災行政や消防、消防団、自主防災組織等のリーダー、防災ボランティア、事業所等の防災担当者に対し、

津波避難に関する講習会等を実施し、津波防災教育・啓発の核となる人材を養成することが必要である。 
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３ 津波防災教育・啓発内容 

（１）過去の津波被害記録 

    古文書、伝承、津波被災者の体験談等による過去の津波被害について 

（２）津波の発生メカニズム 

   津波発生メカニズム、速さ、高さ、継続時間等の基礎知識について 

（３）津波ハザードマップ 

    津波浸水想定区域、避難場所等の地図について 

（４）津波避難計画の内容 

大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報の伝達、避難指示・勧告、避難場所、避難経路等につい

て 

（５）日頃の備えの重要性 

    訓練参加、所在地（家庭・学校、勤務先等）ごとの緊急避難場所の確認、家庭内での家族の安否確認方

法の共有、建物の耐震化、家具の耐震固定等について 

（６）大津波警報（特別警報）・津波警報、津波注意報 

    警報・注意報の内容ととるべき対応、留意事項等について 
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第６章 津波避難訓練の実施 
 

市や町会、自主防災組織等は、津波災害からの円滑な避難と津波対策の問題点の検証を行うため、住民が主体

となった津波避難訓練や図上訓練等を実施するように努める。 

なお、訓練実施にあたっては、地域の実情に応じた訓練体制、訓練内容等について、地域（町会、自主防災組

織等）をはじめ防災関係機関と連携し、多くの市民が参加できる地域単位の訓練を年１回以上実施するよう努め

るものとする。 

また、広域的な災害対応ができるよう、隣接する自主防災組織等が連携して行う地域防災訓練の実施について

も考慮して実施する。 

 

１ 避難訓練の実施体制、参加者 

（１）実施体制 

    町会、消防団、自主防災組織をはじめ、防災関係団体、社会福祉施設、学校等の参画を得た地域ぐるみ

の実施体制の確立を図ること。 

（２）参加者 

    住民のみならず、事業所、漁業・港湾関係者等幅広い参加を促すとともに、避難行動要支援者や観光客

等の避難誘導等の実践的な訓練が可能となるよう検討すること。 

 

２ 訓練の内容 

   津波被害が発生する地震を想定し、震源、津波の高さ、津波到達予想時間等を想定し、想定津波の発生か

ら終息までの時間経過に沿った訓練内容を設定する。 

  その際、最大クラスの津波やその到達時間を考慮した具体的かつ実践的な訓練を行うよう努める。 

   また、実施時期についても、夜間、異なる季節等を設定し、各々の状況に応じて円滑な避難が可能となる

ように避難体制等を確立する必要がある。 

   訓練の第一の目標は、実際に避難を行ない避難ルートの確認や情報機器類の活用など習熟することである

が、想定されたとおりの避難対策が実現可能か否かを検証する場である。 

   このことから、訓練終了後においては、訓練結果を検証し、課題を抽出、整理、解決を図り、次の訓練に

繋げるとともに、各地域における津波避難計画に反映していくことが大切である。 

（１）大津波警報（特別警報）・津波警報、津波注意報、津波情報等の収集・伝達 

    初動体制や情報の収集・伝達ルートの確認、操作方法の習熟の他、同報無線の可聴範囲の確認、住民へ

の広報文案の適否等を検証する。 

（２）津波避難訓練 

    避難経路や避難路を実際に避難することにより、ルートや避難標識の確認、避難の際の危険性、避難に

要する時間、避難誘導方法等を把握しておく。 

  

３ 訓練の実施時期等 

   訓練実施にあたっては、地域の実情を考慮し、訓練に参加しやすい日時を設定し実施する。 

   多世代の参加が期待できる学校と地域が連携した訓練や、訓練の準備段階から住民が主体的に参加するな
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ど、地域住民の積極的な参加を促す工夫等も大切である。 
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第７章 積雪・寒冷地対策 
 

積雪・寒冷期においては津波災害が発生した場合、他の季節に発生する災害に比べて、積雪による被害の拡大

や避難場所、避難路の確保等に支障が生じることが懸念される。 

このため、積雪・寒冷地対策の推進にあたっては、津波避難計画第2章第11節を準用し、積雪・寒冷期におけ

る災害の軽減に努める。 

 

１ 冬期道路交通の確保 

関係機関等が所管する緊急輸送道路や避難所へのアクセス道路について除雪体制を確認するとともに、道

路の消融雪施設等の設備状況を把握する。 

  

２ 避難対策、避難生活環境の確保 

   積雪等による孤立集落の把握、避難所の暖房設備及び暖房用燃料の備蓄の配備状況を把握する。 

 

３ 電力の確保 

   機能が停止した場合の早期復旧対策を確認する。 

 

４ 緊急通信ネットワークの確保 

   通信機器が停止した場合の住民への緊急情報の伝達手段を確認する。 
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第８章 その他の留意点 
 

１ 観光客等への周知 

観光関連施設や宿泊施設などに津波ハザードマップの配置や観光地に津波啓発看板等を設置するなど、避

難対象地域や避難場所、避難所といった津波避難対策の周知を図るとともに、関係団体と連携し、観光客等

の避難対策に努める。 

 

２ 避難行動要支援者の避難対策 

   地域と市が連携し、避難行動要支援者の現状把握に努めるとともに、要配慮者の津波避難対策を図る。 

 

３ 自主防災組織結成の促進 

「自らの命は自らが守る」という防災の原点に立ち、自ら災害に備えるとともに、自発的な防災活動に寄

与することが求められる。 

地域住民がお互いに助け合い、協力しながら円滑に防災活動をおこなうため、自主防災組織の結成を促進

する。   

 

４ 避難支援活動等従事者の退避の優先 

避難誘導、防潮扉、避難指示等の災害広報活動、避難行動要支援者の避難支援に従事する者は、気象庁か

ら発表される津波到達予想時刻の少なくとも、概ね１０分前に、避難対象地域外（津波浸水区域外）への退

避を完了するものとする。 

ただし、津波到達予想時刻の 10 分前であっても、現場の状況やラジオ等により危険を察知した場合は、

直ちに退避を開始するものとする。 


